認定申請図書チェックリスト （新築の場合）　

	本市では、次の図書の添付により、申請を受付けています。

書類漏れの無いように御注意して下さい。



	１．申請図書

	· 認定申請書（施行規則第1号様式又は第１の２号様式）及び添付図書　　
…　2部（正本と副本）

· 委任状　　…　2部（正本と副本）
· 申請図書、記載内容等は、下記　2．3．を参考に作成して下さい


	2．その他必要な図書

	①　長期使用構造等の基準
□　長期使用構造等である旨が記載された「確認書」若しくは「住宅性能評価書」
又はこれらの写しを各1部
（登録住宅性能評価機関発行のもの）
□　確認済証・確認申請書（副本の第１面～第６面）の写し　

（第1面：確認申請書、第2面：建築主等の概要、第3面：建築物及びその敷地に関する事項、第4面：建築物別概要、第5面：建築物の階別概要、第６面：建築物独立部分別概要）
②　規模の基準
· 　認定申請の対象規模の確認（一戸当たりの最低床面積）

　　　　　→　□　戸建て住宅は75㎡以上かつ、少なくとも1の階が40㎡
　□　共同住宅等は40㎡以上（長屋住宅含む）

③　居住環境への配慮の基準
居住環境の維持及び向上への配慮に関する基準に適合することの確認図書

　□　該当なし（特に規制等がない建築敷地）

□　該当あり

　　　↓

　　　　　　□　地区整備計画区域内

　　→　□　適合する旨の証明書の写し　

□　景観計画（高さ15m超又は建築面積1,000㎡超など）
→　□　適合する旨の証明書の写し　
　　　　　　

□　都市計画施設等の区域

→　□　申請図書の配置平面図に位置（計画線）と寸法を表示

　　　　（敷地の一部が区域に抵触）
　　　　　□　必要に応じ、資料（　　　　　　　　）等添付
　　　　　　□　区画整理区域内（都市計画決定又は事業認可区域内）

→　□　敷地の一部が区域に抵触

申請図書の配置平面図に位置（区域線）と寸法を表示

　　　　（敷地の一部が区域に抵触）
□　敷地の全部が区域内

　　　　　　　移転除去等が生じないことの証明書の写し　

　④　災害への配慮の基準（令和４年４月１日から施行）
自然災害による被害の発生の防止又は軽減への配慮に関する基準
□　該当なし（特に規制等がない建築敷地）

□　該当あり　⇒認定不可
（地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域及び土砂災害特別警戒区域）

⑤　維持保全の方法の基準
□　維持保全期間が３０年以上であること

→　□　メンテナンスプログラム等を添付

□　資金計画が適切なものであること

　　→　□　資金計画書（年間の維持保全費用計算表等）を添付

　　　　・・・メンテナンスプログラムに連動した、無償・有償点検時期、点検費用

及び点検部位の補修等の金額が記載された支出予定表

（総費用を30年で除した額　＜　申請書第四面の維持保全資金計画の積立額）



	3．申請書及び添付図書と記載事項
　

	申請者

（法第5条）
□　住宅
　（一戸建て、共同住宅等（区分所有住宅を除く））

□第1項

□建築主　　　　　　

□第2項

□一戸建て住宅等分譲事業者＋譲受人　　

□第3項

□一戸建て住宅等分譲事業者　　　　　　

□　区分所有住宅

　（分譲マンション等）

□第4項

□区分所有住宅分譲事業者　　　　　　

□第5項

□区分所有住宅の管理組合
（区分所有住宅の増築又は改築）
認定申請書

□　住宅
　（一戸建て、共同住宅等（区分所有住宅を除く））
□第一面（申請者住所氏名等）

□第二面（建築物に関する事項）
□第三面（住戸に関する事項）
　→（共同住宅等の場合のみ必要）

□第四面（維持保全等に関する事項）

□　区分所有住宅

　（分譲マンション等）
□第一面（申請者の住所氏名等）

□第二面（建築物に関する事項）

□第三面（住戸に関する事項）

□第四面（維持保全等に関する事項）

添付図書

※縮尺は適宜(内容がわかる範囲)

※様式サイズはA4とする。ただし、図面等は、作成状況により異なるため、この限りでない（A4縦左綴じ込みとする）
図書の種類

明示すべき事項　

□　付近見取り図

□方位　□道路及び目標となる地物
□　配置図

□縮尺　□方位　□敷地境界線　
□敷地内における建物の位置　
□　各階平面図

□縮尺　□方位　□間取り　□居室の寸法　
□階段の寸法及び構造　

□　床面積求積図
□床面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び
算式

□　二面以上の
立面図
□縮尺　□外壁及び開口部の位置
□　断面図又は
矩計図
□縮尺　□建築物の高さ　
□軒の高さ　□軒及び庇の出　




